
附属明細書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 1¶433¶083¶470 71¶793¶214 8¶673¶265 1¶496¶203¶419 359¶537¶787 97¶924¶162 0 0 0 1¶136¶665¶632

構 築 物 64¶970¶174 4¶693¶500 0 69¶663¶674 12¶398¶494 5¶060¶151 0 0 0 57¶265¶180

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 319¶725 0 0 319¶725 287¶752 143¶876 0 0 0 31¶973

車両運搬具 40¶362¶959 0 205¶758 40¶157¶201 28¶744¶170 3¶395¶027 0 0 0 11¶413¶031

工具器具備品 2¶091¶693¶772 221¶143¶918 19¶073¶000 2¶293¶764¶690 1¶323¶962¶265 256¶062¶415 0 0 0 969¶802¶425

計 3¶630¶430¶100 297¶630¶632 27¶952¶023 3¶900¶108¶709 1¶724¶930¶468 362¶585¶631 0 0 0 2¶175¶178¶241
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５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品・・・最終仕入原価法を採用しております。

６．収蔵品の評価方法
国からの承継分については、承継時の物品目録上の価額をもって評価しており、新規取得分につ
いては取得時の価額をもって評価しております。
７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
{ 国有財産無償使用の機会費用の計算方法
国の庁舎等の使用又は収益を許可する場合の取扱の基準（昭和33年１月７日付大蔵省管財局長
通知蔵管第１号）を準用して算出しております。

| 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成21年３月末利回りを参考にして1•34％で計算しております。

８．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

Ó．固定資産の減損
該当なし

Ô．重要な債務負担行為
京都国立博物館平常展示館建替工事 9¶949¶480¶000円

注記事項
Ò．重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準
人件費のうちの役員給与、職員給与、法定福利費並びに管理部門の経費（特に指定するものを除
く）及び減価償却費については、業務の実施が運営費交付金と期間的に対応しているため期間進行
基準（一定の期間の経過を業務の進行とみなし、運営費交付金債務を収益化する方法）を採用して
おります。
人件費のうちの退職手当並びに事業部門の経費及び管理部門の経費のうち特に指定するものにつ
いては、業務達成基準（当該業務等の達成度に応じて、財源として予定されていた運営費交付金債
務を収益化する方法）を採用しております。
人件費のうち公務災害補償費、財務費用、その他計画外の発生費用については、費用進行基準（発
生費用の額を限度として運営費交付金債務を収益化する方法）を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法により行っております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～58年
構築物 ２年～63年
機械装置 ２年～５年
車両運搬具 ２年～７年
工具器具備品 ２年～20年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金を減額しております。

] 無形固定資産
定額法により行っております。なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上方法
役職員の退職給付については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当
金は計上しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都合退職金要
支給額の当期増加額に基づき計上しております。

４．賞与に係る引当金及び見積額の計上方法
役職員の賞与については運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上
しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度の引当外賞与見
積額から前事業年度の同見積額を控除した額を計上しております。
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